新型コロナウイルス感染症対応代替職員確保事業費補助金交付要綱

第１　趣旨

知事は、新型コロナウイルス感染症感染のおそれに直面する妊娠中の医療従事者の離職防止、

定着促進を図るため、代替職員確保事業を行う病院の開設者に対し、予算の範囲内において、補助金を交付するものとし、その交付に関しては、静岡県補助金等交付規則（昭和31年静岡県規則第47号）及びこの要綱の定めるところによる。

第２　定義

(1)　この要綱において「代替職員確保事業」とは、病院に勤務し、妊娠中の医療従事者が、労働基準法（昭和22年法律第49号）第65条第１項に規定する休業期間より前に年次有給休暇取得等のため不在の間に、開設者が代替職員を雇用する事業をいう。

(2)　この要綱において「代替職員」とは、病院に勤務し、妊娠中の医療従事者が、労働基準法（昭和22年法律第49号）第65条第１項に規定する休業期間より前に年次有給休暇取得等のため不在の間に、開設者が当該職員の代替として雇用する医療従事者をいう。

(3)　この要綱において「病院」とは、医療法（昭和23年法律第205号）第１条の５第１項に規定する病院（静岡県立静岡がんセンターを含まない。）をいう。

第３　補助の対象及び補助率（額）

　　別表に掲げるとおりとする。

第４　交付の申請

　(1)　提出書類　各１部

　　ア　交付申請書（様式第１号)

　　イ　経費所要額調書（様式第２号）

　　ウ　対象経費の支出予定額内訳（様式第３号）

　　エ　事業計画書（様式第４号）

　　オ　収支予算書（様式第５号）

　　カ　母子保健法（昭和40年法律第141号）第15条に規定する届出の写し

　(2)　提出期限

　　　別に定める日まで

第５　交付の条件

次に掲げる事項は、交付の決定をする際の条件とする。

(1)　次に掲げる事項のいずれかに該当する場合には、あらかじめ知事の承認を受けなければなら

ないこと。

　　　ア　補助事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をしようとする場合

イ　補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合

　(2)　補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに知事に報告してその指示を受けなければならないこと。

　(3)　補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係の書類を整理し、並びにこれらの帳簿及び書類を補助金の額の確定の日の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならないこと。
　(4)　この補助金に係る対象経費につき重複して、補助金その他の金銭の交付を受けてはならないこと。

第６　変更の承認申請

　(1)　提出書類　各１部

　　ア　変更承認申請書（様式第６号）

　　イ　変更経費所要額調書（様式第２号）

　　ウ　対象経費の支出予定額内訳（様式第３号）

エ　変更事業計画書（様式第４号）

オ　変更収支予算書（様式第５号）

第７　実績報告

　(1)　提出書類　各１部

　　ア　実績報告書（様式第７号）

　　イ　経費精算書（様式第２号）

　　ウ　対象経費の実支出額内訳（様式第３号）

　　エ　事業実績書（様式第４号）

　　オ　収支決算書（様式第５号）

　　カ　代替職員の賃金に関する書類等（雇用関係を示すもの及び給与明細等）

　(2)　提出期限

　　　補助事業完了の日から起算して30日を経過した日

第８　請求の手続

　(1)　提出書類　１部

　　　請求書（様式第８号）

　(2)　提出期限

　　　補助金交付確定通知書を受領した日から起算して10日を経過した日まで

附　則

この要綱は、令和２年度分の補助金から適用する。

　　　附　則

　この改正は、令和３年度分の補助金から適用する。
別表

	事業区分
	補助の対象
	補助率（額）

	
	実施主体
	経費
	基準額
	助成上限月数
	

	代替職員確保事業
	病院
	労働基準法（昭和22年法律第49号）第65条第１項に基づく休業期間より前に年次有給休暇取得等により不在となる間に１月以上雇用した代替職員の賃金（手当等は含まない。）
	１病院当たり179.2千円／月

ただし、１月に満たない場合は、日割計算とする。


	６月
	事業区分ごとに、補助対象経費の実支出額と補助基準額を比較していずれか少ない額と、総事業費から寄附金その他の収入額を控除した額とを比較していずれか少ない額に２分の１を乗じて得た額（1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額）以内


